
































                                                   
1 本稿は、平成 24 年度文部科学省科学研究費補助金（若手研究（B）、研究課題：地域の生産活動と交易の
統計的把握に関する調査研究、研究代表者：宮川幸三、研究課題番号：21730176）の助成を受けている。 
2 TSA は、国民経済計算体系（System of National Accounts：SNA）におけるサテライト勘定の 1 つとし
て世界各国で作成されている加工統計である。TSA のフォーマットや統計概念、各種定義等は、国連によ
って世界共通の観光統計のフレームワークとして定められており、その詳細な内容は United Nations 
(2010)として公表されている。TSA では、一国全体の経済規模を表す一般的な GDP と比較可能な形で「観


















事例として「観光地域経済調査」を利用した研究である Miyagawa, et al. (2012)を紹介す
る。この研究は、「観光地域経済調査」の予備的調査の結果と地理情報システム（Geographic 













































ではこの基準に従って 45 都道府県において調査が実施されている。図 1 は、共通基準によ
る観光規模把握プロセスの概要を表している。 
                                                   
3 「旅行・観光消費動向調査」については、国土交通省ホームページ
<http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/shouhidoukou.html>において詳細な説明がなされている。
（最終アクセス日：2012 年 12 月 28 日） 
4 観光規模が季節によって大きく変動する問題は、観光統計を用いて分析を行う際の重要なトピックの 1
















われている。しかしながら、共通基準による費目の分類は 6 費目のみであり 5、「旅行・観









                                                   
5 国土交通省観光庁（2009）において観光地点パラメータ調査票（標準様式）として示されている調査票








































 過去 1 年間にわたる毎月の情報を調査する等の方法によって、たとえ年次調査であ
ったとしても季節変動を把握することが可能である 8。 
 
                                                   
6 ただし、「宿泊旅行統計調査」では、従業者数 10 人以上の事業所については全数調査が行われている。
調査の詳細については、国土交通省ホームページ 
＜http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/shukuhakutoukei.html＞を参照のこと。（最終アクセス
日：2012 年 12 月 28 日） 














































































析に適用することを可能にしている。このプロジェクトの概要を示したものが図 2 である。 
 






























                                                   
10 これまでに地域を対象として TSA を作成した先行研究としては、Pham, et al. (2008) や Dueck and 
Kotsovos (2002)、Zhang (2005)など、いくつかの国・地域に関する事例がある。しかしながら地域 TSA
の作成手法は、各地域の基礎統計の整備状況によっても様々であり、一般的な推計手法は存在しないのが
現状である。その意味で、地域 TSA の推計手法の開発は、観光統計分野における最新の研究テーマの 1 つ
でもある。 
11 地域 TSA の推計手法に関する研究としては、Jones and Roberts (2009)などがある。 
「観光地域経済調査」を用いた事業所別観光向け売上額の推定 
「経済センサス」を用いた観光向け売上総額の推計 














割合の推定手法と推定結果の詳細を紹介する 12。ただし、「観光地域経済調査」は 2012 年
9 月に実施された調査であるため、現時点でその結果を使用することはできない。そこで本
研究では、2011 年 11 月に実施された「観光地域経済調査（予備的調査）」の結果を用いて
いる。この調査は、58 の観光地域に立地する観光関連産業に格付けられる約 50,000 事業所




















                                                   
12 ここで紹介する内容は、Miyagawa, et al. (2012) を基にしている。 













この仮定に基づいて観光客の購買行動を図示したものが図 3 である。図 3 は函館市の一
部を表している。図中の点は、観光関連事業所を表しており、色が濃いほど観光向け売上


































的自己相関を求めており、計算に用いているSpatial Weight MatrixはDelaunay 
Triangulationに基づいている 18。 
                                                   



















部門 小売業 飲食業 宿泊業 その他 
サービス業 
Moran's I test 0.413** 0.348** -0.008 0.067 
p-value 0.000 0.000 0.348 0.149 
事業所数 161 95 18 42 
（p-value<0.01 : ** , p-value<0.05 : * ） 
 
表 2.空間的自己相関（那須のケース） 
部門 小売業 飲食業 宿泊業 その他 
サービス業 
Moran's I test 0.446** 0.301** 0.102* -0.041 
p-value 0.000 0.000 0.027 0.444 
事業所数 38 59 84 23 

















  𝛧𝑖 = 𝛼 + ∑𝑗=1𝑚 𝛽𝑗𝑋𝑖𝑗 +∑𝑗=1𝑛 𝛾𝑗𝑌𝑖𝑗 +∑𝑗=1𝑘 𝛿𝑗𝐼𝐼𝑖𝑗 + 𝜀𝑖       (1) 
 
ここで、𝛧𝑖  は第 𝑖 事業所の観光向け売上割合を、𝑋𝑖𝑗  は表 3 に示される各事業所立地変数
を、𝑌𝑖𝑗 は表 4 に示される各事業所特性変数を、𝐼𝐼𝑖𝑗 は第 𝑖 事業所が格付けられる産業部門


















事業所が函館駅から 300m 以内に立地していれば 1 をとるダミー変数。
函館の分析についてのみ適用される。期待される符号は＋。 





表 4. 事業所特性変数 
Guide Book 
事業所が旅行ガイドや雑誌に掲載されていれば 1、いなければ 0 をとる
ダミー変数。期待される符号は＋。 
Web Site 











表 3 の変数は、各事業所の立地するエリアが、図 3 で言えば色付けされている範囲内に




















は、上述の変数の他に、産業ダミー (industry dummy) 変数を使用し、最小二乗法による
推定を行っている。推定結果は、以下のようなものであった。 
 
表 5. 推定結果（函館のケース） 
 (1) (2) (3) (4) 
部門   小売業 小売業 飲食業 飲食業  
Tourist Attraction 0.579 (0.00) *** 0.355 (0.00) *** 0.086 (0.05) * 0.054 (0.15) 
 
Municipal Train Station -3.099 (0.48)  -1.415 (0.69) 
 
14.590 (0.01) *** 13.820 (0.00) *** 
Hakodate Station 36.080 (0.00) *** 23.790 (0.00) *** 41.840 (0.00) *** 37.110 (0.00) *** 
Major Road 0.060 (0.82)  0.142 (0.52) 
 
-0.458 (0.07) * -0.265 (0.21) 
 
Accommodation -0.061 (0.61)  0.034 (0.73) 
 
0.439 (0.00) *** 0.379 (0.00) *** 
Guidebook 
   
3.161 (0.42) 
    
17.420 (0.00) *** 
Web Site 
   
6.829 (0.05) ** 
      
Tourism Association 
   
41.970 (0.00) *** 
      
Regional Booklet  
   
17.220 (0.03) ** 
      








































  p-value 0.121   0.636   0.181   0.637   
Notes: 1. 被説明変数は各事業所の観光向け売上割合である。 
2. カッコ内の数値は p-value を表している。 







表 6. 推定結果（那須のケース） 
 (5) (6) (7) (8) 
部門   小売業 小売業 飲食業 飲食業  
Tourist Attraction 16.660 (0.01) *** 14.150 (0.01) *** 12.250 (0.00) *** 8.162 (0.05) ** 
Major Road 0.641 (0.00) *** 0.620 (0.00) *** 0.592 (0.00) *** 0.498 (0.00) *** 
Accommodation 0.042 (0.49)  0.040 (0.49) 
 
-0.002 (0.96)  0.021 (0.66)  
Guidebook 
   
20.620 (0.01) **    20.790 (0.00) *** 




24.73   23.09   




52   51   









12.170   12.890   




-0.127   -0.102   
  p-value 0.666   0.656   0.923   0.865   
Notes: 1. 被説明変数は各事業所の観光向け売上割合である。 
2. カッコ内の数値は p-value を表している。 


































































国より小さな地域の TSA を作成することである。そのためにはまず、第 1 段階である「観
光地域経済調査」を用いた観光向け売上割合の推定精度を高めることが必要不可欠である。





































済計算といった一般的な経済統計を利用して地域 TSA を推計し、地域の観光 GDP の規模
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